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選 択 科 目
日本史 世界史 政治・経済

たつるⅠ〔 〕次の文章は，内田樹『街場の米中論』（東洋経済新報社，2023年）からの抜粋
である。この文章を読み，後の問いに答えよ。

⒜
新型コロナウイルスによるパンデミックが収束しないうちに，

⒝
2022年2月に

⒞
ロ

シアによるウクライナ侵攻が始まりました。疾病と
⒟
戦争はまったく別次元の出来

事です。でも，そのまるで無関係のはずの二つの出来事がある方向に世界を押し

やっているように見えます。それは「
⒠
国民国家の再強化」という方向です。

だいぶ前から，「国民国家」という
⒡
政治単位が

⒢
国際政治の主たるアクターであ

る時代はそろそろ終わりだと思われていました。経済活動のグローバル化が進行

して，クロスボーダーで商品，資本，
⒣
情報，人間が移動することが当たり前に

なっていました。それと同時に，
⒤
気候変動にしても，このパンデミックにしても，

人口減少にしても，単立の国民国家では手に負えないものになってきていたから

です。人類はトランスナショナルなスキームで問題に向き合わないと手が出ない

ほど大きな問題に直面している。だから，いずれ国民国家が基礎的な政治単位で

ある時代は終わるのだろう，僕はなんとなくそう思い込んでいました。でも，そ

れはいささか先走りであることをコロナとウクライナで思い知らされました。

問1 文中の下線部⒜に関連して，日本国憲法では，国の責務として伝染病（感

染症）予防を含む公衆衛生の向上，増進を定めている。この内容が規定され

ている条文として最も適当なものを，下の選択肢のうちから一つ選べ。

1

� 第14条第1項 � 第14条第2項

� 第25条第1項 � 第25条第2項

（解答番号 1 ～ 50 ）
政治・経済

政治・経済
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37（1．24Ｓ）

問2 文中の下線部⒝の2022年は，沖縄の本土復帰から50年にあたる年であった。

在日米軍基地が置かれている沖縄県内の都市・地域として最も不適当なもの

を，下の選択肢のうちから一つ選べ。 2

か で な ざ ま ず け ら ん まきみなと

� 嘉手納 � 座間 � 瑞慶覧 � 牧港

問3 文中の下線部⒞に関連する次の文中の 3 ～ 8 に入れるのに最

も適当なものを，下の各選択肢のうちから一つ選べ。また，文中の

Ａ ～ Ｃ に入れるのに最も適当な語句の組み合わせを，下の選択

肢のうちから一つ選べ。

ロシアでは 3 らの革命勢力が 4 年にロシア革命を成功させ，

世界で最初の Ａ 主義政権が誕生した。この背景の一つには， Ｂ

主義経済が発達するにつれて， 5 とよばれる労働者階級が形成され，

労働運動が起こるようになったことがあげられる。

第一次世界大戦の後，ドイツのヒトラーやイタリアのムッソリーニがファ

シズム体制を確立した。同時期にソ連では 6 の独裁下で批判勢力に対
しゅくせい

する粛清がおこなわれた。これらの国でみられた国家が個人を抑圧する体制

を Ｃ 主義という。

冷戦時代の末期， 7 書記長はペレストロイカ（改革）を打ち出し，

政治・社会制度の改革を進めた。この民主化は東欧諸国にも波及した。そし

て， 8 年にはソ連も崩壊し，ロシアなどに分裂した。

［選択肢］

3 � ゲッペルス � スターリン

� ブレジネフ � レーニン

4 � 1914 � 1915 � 1916 � 1917

政治・経済
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5 � キャピタリスト � テクノクラート

� ブルジョワジー � プロレタリアート

6 � ゲッペルス � スターリン

� ブレジネフ � レーニン

7 � エリツィン � ゴルバチョフ

� ピョートル � フルシチョフ

8 � 1989 � 1990 � 1991 � 1992

［Ａ～Ｃの組み合わせ］ 9

� Ａ：全体 Ｂ：資本 Ｃ：共産

� Ａ：全体 Ｂ：共産 Ｃ：社会

� Ａ：社会 Ｂ：資本 Ｃ：全体

� Ａ：社会 Ｂ：共産 Ｃ：全体

問4 文中の下線部⒟に関連して，自衛権に関する次の記述のうちから，最も不

適当なものを一つ選べ。 10

� 各国の自衛権は，国際法や国連憲章第51条で認められている。

� 憲法第9条では，第1項で戦争の放棄と武力の不行使，第2項で戦力の

不保持と交戦権の否認をそれぞれ定めている。

� 国連憲章は，自衛権の中に個別的自衛権と集団的自衛権があることを明

記している。

� 個別的自衛権は，他国への武力攻撃に対しても，それを自国への攻撃と

みなし反撃する権利をいう。

政治・経済
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問5 文中の下線部⒟に関連して，自衛隊に関する次の記述のうちから，最も不

適当なものを一つ選べ。 11

� 2003年のイラク戦争では，主要な戦闘終結後も武力衝突が続くイラクに

自衛隊が派遣された。

� 2009年には，ソマリア沖などでの海賊対策として随時自衛隊を派遣する

ために，海賊対処法が制定された。

� 百里基地訴訟の第一審判決では，自衛隊はその規模・装備・能力からみ

て日本国憲法第9条2項にいう戦力に該当し，違憲とする判断が示された。

� 長沼ナイキ訴訟の控訴審（第二審）判決は統治行為論をとり，自衛隊の

合憲・違憲問題は司法審査の対象とならないとした。

問6 文中の下線部⒠に関連して，主権国家が国際社会を構成するようになる契

機となった17世紀の出来事として最も適当なものを，下の選択肢のうちから

一つ選べ。 12

� ウェストファリア条約 � キングストン合意

� スミソニアン合意 � バーゼル条約

政治・経済
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問7 文中の下線部⒠に関する次の記述のうちから，最も不適当なものを一つ選

べ。 13

� すべての民族が外部からの干渉を受けることなく，自己の政治的な地位

や体制を決定する権利を人間の安全保障権という。

� 絶対主義国家を，国民国家に発展させるきっかけとなった出来事の一つ

が，1789年のフランス革命である。

� 民族の国家的・政治的統一を経て成立した国家を，国民国家という。

� 民族・国家などが自己の統一・独立・発展をめざすナショナリズムは，

地域・時代・状況などに応じて，国民主義・民族主義・国家主義などと訳

される。

問8 文中の下線部⒡に関連して，国会に関する次の記述のうちから，最も不適

当なものを一つ選べ。 14

� 国会議員は，議院においておこなった演説，討論，表決などの政治活動

については，院外で責任を問われない。これを免責特権という。

� 国会議員は，自由な政治活動を保障するため，国会の会期中は逮捕され

ないという不逮捕特権が定められている。

� 衆議院議員の任期は4年であるが，解散すれば任期満了前に終了する。

� 「良識の府」とされる参議院を構成する議員の任期は，6年と定められ，

3年ごとに解散し半数が改選される。

政治・経済
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問9 文中の下線部⒡に関連して，内閣に関する次の記述のうちから，最も不適

当なものを一つ選べ。 15

� 衆議院の解散は，内閣の助言と承認によって，天皇の国事行為としてお

こなわれる。

� 内閣不信任決議案の可決を受けて解散がおこなわれた例は複数回ある。

� 日本はイギリスで発達した議院内閣制を採用している。

� 明治憲法下では，内閣の首長として，内閣総理大臣に他の国務大臣を任
ひめん

命・罷免する強い権限が定められていた。

問10 文中の下線部⒢に関連して，『戦争と平和の法』を著し，国際法の父と呼

ばれる人物として最も適当なものを，下の選択肢のうちから一つ選べ。

16

� クズネッツ � クラウゼヴィッツ

� グロチウス � クロムウェル

問11 文中の下線部⒢に関連して，国際法と国際紛争に関する次の記述のうちか

ら，最も不適当なものを一つ選べ。 17

� 成文国際法には，協定や宣言など広い意味での条約のほかに，国際機構

の決議や国際会議での成果文書などがある。

� 18世紀末から発展した仲裁裁判所は，当事者の合意で選ばれた裁判官で

構成され，事件が解決すれば裁判所は解散する。

� 19世紀以降に多くの条約が結ばれるようになるまでは，文書化されてい

ない慣習国際法が主であった。

� 2002年のミラノ規定により，人道に対する罪や戦争犯罪など個人による

国際法上の刑事責任を裁く国際刑事裁判所が設立された。

政治・経済
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問12 文中の下線部⒣に関連して，知る権利に関する次の記述のうちから，最も

不適当なものを一つ選べ。 18

� 知る権利は主として憲法第21条（表現の自由）を根拠に主張される。

� アメリカでは，1966年に情報の自由法により，情報公開制度が設けられ

た。

� 日本では，1999年に中央省庁の行政文書を対象に情報公開法が制定され，

知る権利が明記された。

� 2013年に政府が成立させた特定秘密保護法には，国民の知る権利やプラ

イバシーを侵害するおそれが指摘され，なお根強い批判がある。

問13 文中の下線部⒤に関連して，地球環境問題に関する次の記述のうちから，

最も不適当なものを一つ選べ。 19

� 1972年の国連人間環境会議では，113か国の政府代表がストックホルム

に集まった。

� 1972年の国連人間環境会議では，人間環境宣言を採択し，地球環境保護

が人類共通の目的であることを確認した。

� 1972年，国連総会は地球環境保護という目的を実現する機関として，国

連環境計画（UNEP）の設置を決議した。

� 1992年には，ヨハネスブルクで国連環境開発会議（地球サミット）が開

かれた。

政治・経済

―41―
43（1．24Ｓ）

問14 文中の下線部⒤に関連して，環境権に関する次の記述のうちから，最も不

適当なものを一つ選べ。 20

� 環境権は，良好な生活環境を守る目的で主張されており，最高裁判所の

判例でも，憲法上の権利として認められた事例がある。

� 環境権として，日照権，入浜権，景観権，嫌煙権などさまざまな権利が

主張されている。

� 1960年代に始まった四大公害訴訟では，いずれも原告の住民側が勝訴し

た。

� 1997年には，環境影響評価（環境アセスメント）法が制定され，環境の

汚染や破壊を防止するための方策がとられている。

政治・経済

―42―
44（1．24Ｓ）

Ⅱ〔 〕次の文章を読み，後の問いに答えよ。

私たちは消費者・労働者などそれぞれの立場で，経済と関わっている。
⒜
経済活

動の自由が保障されている社会では，何を買うか，どの職業に就くか，またどの

ような事業を起こすかは，一人ひとりの選択に委ねられている。このことは，多

数の人々が参加する経済において，さまざまな場面で競争が生じることを意味し

ている。

経済競争は，人々の創意工夫を動機づけ，付加価値創出と経済的繁栄をもたら

してきた。一方で，競争の過程では勝ち負けが生じるとともに，
⒝
立場の強弱にも

とづく問題が発生した。その歴史の中で各国においてルール作りが進展してきた

が，カルテルや独占を規制する競争法は，その代表的なものである。

アメリカでは反トラスト法と総称される1890年の 21 法，1914年のクレイ

トン法と連邦取引委員会（FTC）法といった基本的枠組みが比較的早く確立し，

判例と法改正が蓄積されてきた。ヨーロッパでは1958年発効のローマ条約が関連

規定を含み，
⒞
欧州統合の過程の中でその内容を発展させてきた（EU競争法とよ

ばれる）。20世紀終盤以降，競争法はアジア各国も含めて世界的に導入が進んで

いる。

日本では 22 年に
⒟
独占禁止法（独禁法）が制定され，私的独占と不当な取

引制限の禁止（独禁法第3条）などを定めた。その後の主な改正には，1953年に

おける不況カルテル・合理化カルテルや再販価格維持行為を禁止の適用除外とす

る Ａ 的改正，1977年のカルテルへの課徴金納付命令制度創設などの

Ｂ 的改正がある。後年，上記適用除外は廃止・縮小された一方，課徴金は

引き上げられ，2005年改正では減免制度が導入された。また，当初は財閥復活へ

の懸念から禁止されていた持株会社が， 23 年に解禁されるといった改正も

おこなわれている。

このように，日本においても競争法は幾多の改正を経て現在に至っている。

個々の経緯は学説の展開や国際情勢も絡んで複雑となるが，カルテルや独占にお

いて現在広く認識されている問題は，経済全体の資源配分の効率性，さらに需要

者・供給者といった経済主体間の所得分配など，
⒠
競争の制限がもたらす経済的問

政治・経済

―43―
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題である。

日本では，これに加えて不公正な取引方法の禁止（同法第19条）という規制が

発展し，経済的弱者の保護などがはかられてきた。その中で，大企業による下請

取引における代金遅延・減額といった 24 を規制するため，1956年に下請法

が制定され，規制対象を拡大させてきた。
きゅうじょう

今日では，「 25 」とよばれる個人事業主の窮状が社会問題となっている。

個人事業主は下請法の適用があるが，発注者の資本金が一定額以上であるという

要件が求められる。一方，労働者ではないため
⒡
労働基準法などの労働法規は適用

されない。こうした問題の解決に向けて，2023年には 25 保護新法が制定さ

れた。経済競争のメリットを活かしつつ，それを基本的人権の保障や社会的保護

と両立させる政策が，今後とも不可欠になるといえよう。

問1 文中の 21 ～ 25 に入れるのに最も適当なものを，下の各選択肢

のうちから一つ選べ。

［選択肢］

21 � シャーマン � グラス・スティーガル

� マスキー � タフト・ハートレー

22 � 1917 � 1938 � 1944 � 1947

23 � 1991 � 1997 � 2013 � 2016

24 � 優越的地位の濫用 � 企業結合

� 解雇権の濫用 � 企業合同

25 � フリーター � フリーレン

� フリーランス � フリーメイソン

政治・経済
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問2 文中の Ａ Ｂ の組み合わせとして，最も適当なものを一つ選べ。

26

� Ａ：緩和 Ｂ：強化 � Ａ：強化 Ｂ：双方向

� Ａ：双方向 Ｂ：緩和 � Ａ：強化 Ｂ：緩和

問3 文中の下線部⒜に関する次の記述のうちから，最も不適当なものを一つ選

べ。 27

� 日本国憲法において，経済活動の自由に関する条文の一つに第22条があ

り，そこでは居住・移転・職業選択の自由などが定められている。

� 日本国憲法第29条では財産権の保障を規定しているが，そこでは「私有

財産は，正当な補償の下に，これを公共のために用ひることができる」と

定められている。

� 経済的自由を制限する法律の合憲性は，精神的自由を制限する法律の合

憲性よりも厳しい基準で審査され，これを二重の基準という。

� 所得税法では累進課税制度による徴税が規定されているが，これは法律

による財産権の制限の一例である。

政治・経済

―45―
47（1．24Ｓ）

問4 文中の下線部⒝に関する次の記述のうちから，最も不適当なものを一つ選

べ。 28

� 資本主義の発展と大企業の出現などによって，私人間の関係が実質的に

対等ではなくなり，近代市民法における契約自由の原則は修正されるに

至っている。

� 日本では工場法が1911年に制定されたが，これは戦前唯一の労働者保護

立法であった。

� 日本国憲法における経済的自由権には「公共の福祉」による規制が明示

されており，自由放任ではなく社会国家（福祉国家）を前提としている。

� 消費者保護の促進のため，消費者基本法が2004年に改正されて消費者保

護基本法となった。

問5 文中の下線部⒞に関する次の記述のうちから，最も不適当なものを一つ選

べ。 29

� 欧州統合の先駆けは1952年の欧州石炭鉄鋼共同体（ECSC）であり，こ

れが1958年に成立した欧州経済共同体（EEC）と欧州原子力共同体

（EURATOM）と合同して1967年に欧州共同体（EC）が成立した。

� 1992年調印のリスボン条約により，ECは欧州連合（EU）となった。

� EUの機構は，EU市民に直接選挙された議員からなる欧州議会と，各

国閣僚で構成される EU理事会（閣僚理事会）が共同して立法をおこな

い，欧州委員会が執行機関としての役割を担う構造となっている。

� 欧州統合は拡大と深化のプロセスをたどってきたが，2010年代に信用危

機や難民危機にともなう混乱が発生し，2020年には初めて加盟国が離脱す

る事態となった。

政治・経済
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問6 文中の下線部⒟に関する次の記述のうちから，最も不適当なものを一つ選

べ。 30

� 独禁法の正式名称は「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法

律」といい，その第1条に法律の目的が定められている。

� 独禁法の目的を達成することを任務とする行政委員会として公正取引委

員会が置かれ，独立して職務を執行している。

� 公正取引委員会は，法令違反の疑いに関する事案につき，行政調査・事

前通知・命令に関する権限をもっている。

� 命令に不服の場合，事業者等は行政訴訟をおこなうことができるが，

2013年の法改正により，その第一審は公正取引委員会の審判制度において

おこなうこととなった。

問7 文中の下線部⒠に関する次の文中の 31 32 に入れるのに最も適

当なものを，下の各選択肢のうちから一つ選べ。

市場では，供給側・需要側それぞれの参加者の数によって各経済主体の支

配力が変わってくる。右下がりの需要曲線を想定すると，供給側（売り手）

によるカルテルや独占のケースでは，供給側は利潤を最大化するために

31 生産量・販売量を減少させることが可能である。その結果，本来市

場に供給されるべき財やサービスが過少となり， 32 は減少する。需要

側（買い手）が購入したくともできない状況が発生しており，これは資源配

分の非効率を意味する。一方，実際に購入する場合も高価格で入手せざるを

得ない状況となっており，ここには需要側から供給側への所得移転という分

配上の問題が含まれている。広い意味ではこちらも，競争の制限がもたらす

経済的問題といえる。

政治・経済
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［選択肢］

31 � 価格を引き上げて � 費用を引き上げて

� 価格を引き下げて � 費用を引き下げて

32 � 社会的費用 � 流動性の罠

� 社会的余剰 � 逆選択

問8 文中の下線部⒡に関する次の文中の 33 ～ 35 に入れるのに最も

適当なものを，下の各選択肢のうちから一つ選べ。

日本国憲法は第27条で勤労権，第28条で労働三権について定めており，そ

れらを受けて戦後数年の間に制定された労働基準法・ 33 ・労働関係調

整法は「労働三法」とよばれる。同時期には労働者災害補償保険法・職業安

定法・失業保険法（後の雇用保険法）なども制定され，労働法の基本的な枠

組みが形成された。

それ以後も，長年にわたって数多くの立法がなされるとともに，判例を通

じたルール形成がおこなわれてきた。中でも解雇のルールは主に判例法理と

して発展してきたが，ようやく2007年の 34 制定とともに法制化される

に至っている。

さらに，幾多の制度改革を経てもなお残る長時間労働や正規・非正規の格

差問題の是正を目指して，2018年には 35 が制定された。労働環境の改

善をはかるための取り組みは，現在も進行中である。

［選択肢］

33 � 労働安全衛生法 � 労働組合法

� 労働審判法 � 労働者協同組合法
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34 � 最低賃金法 � 雇用対策法

� 労働契約法 � 育児・介護休業法

35 � 男女雇用機会均等法 � 労働者派遣法

� 働き方改革関連法 � 生活保護法

政治・経済
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Ⅲ〔 〕次の文章を読み，後の問いに答えよ。

日本では少子高齢化が進み，現在，人口減少社会に突入している。そして，平

均寿命は，2021年に女性が87．57歳，男性が81．47歳と延びており，人生100年時

代と表現されるような長寿社会が到来している。団塊の世代が75歳を迎えはじめ，

2025年までに毎年約200万人が75歳以上になると見込まれており，今後，
⒜
介護や

⒝
医療を必要とする人が増える可能性がある。

平均寿命の伸長により人の生涯にかかる費用も増大することから，これまでの

⒞
労働と

⒟
社会保障のあり方で生涯保障を達成することが難しい。

⒠
公的年金だけでは

リタイア後の生活資金が不足する場合に備え，
⒡
私的年金を活用することも選択肢

の一つである。現在，社会保障給付費の多くが高齢者向けの施策にあてられてい

るが，
⒢
若年層や子育て世帯への支援の充実をはかるなど， 36 改革に取り組

んでいる。

これから本格的な人口減少を迎えると，人口が減少する市区町村では，財政上，

これまでどおりのサービスを提供することが難しくなり，社会保障以外にも私た

ちの生活に大きな影響が出てくる。そこで，行政サービスを指定管理者制度に

よって民間企業や NPOが提供することもある。そして効率的にサービスを提供

するため，市街地中心部に医療・福祉・商業等の機能を集める 37 という考

えが注目を集めているが，利害調整をスムーズにおこなえるかが重要になってく

る。

問1 文中の 36 37 に入れるのに最も適当なものを，下の各選択肢の

うちから一つ選べ。

［選択肢］

36 � 三位一体 � 全世代型社会保障

� 政策金融 � 財政投融資

政治・経済
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37 � ダイバーシティ � コンパクトシティ

� ノーマライゼーション � スマートグリッド

問2 文中の下線部⒜に関連する次の文中の 38 ～ 40 に入れるのに最

も適当なものを，下の各選択肢のうちから一つ選べ。

介護保険は 38 が運営主体となり， 39 歳以上が負担する保険料，

公費，原則 40 割の自己負担を財源としている。高齢者が住み慣れた地

域でくらし続けられるために，介護と医療，住まい，生活支援を一体的に提

供するための拠点として地域包括ケアシステムの構築が地方自治体によって

進められている。

［選択肢］

38 � 生命保険会社 � 市町村

� 都道府県 � 国

39 � 20 � 40 � 60 � 65

40 � 1 � 2 � 3 � 4

問3 文中の下線部⒝に関する次の文中の 41 ～ 44 に入れるのに最も

適当なものを，下の各選択肢のうちから一つ選べ。

公的医療保険制度は制度別にみると被用者保険である 41 や健康保険

組合は加入者の平均年齢が低く， 42 は平均年齢が高く財政状況は厳し

い。 43 の財源はその半分を公費，高齢者が負担する保険料，そして現

役世代が負担する被用者保険や 42 からの 44 が含まれており，現

役世代が支える仕組みとなっている。

政治・経済
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［選択肢］

41 � 後期高齢者医療制度 � 老人保健制度

� 国民健康保険 � 協会けんぽ

42 � 後期高齢者医療制度 � 老人保健制度

� 国民健康保険 � 協会けんぽ

43 � 後期高齢者医療制度 � 老人保健制度

� 国民健康保険 � 協会けんぽ

44 � 支援金 � 扶助費 � 配当金 � 融資

問4 文中の下線部⒞に関する次の記述のうちから，最も不適当なものを一つ選

べ。 45

� 仕事の具体的な内容が雇用契約であらかじめ決まっているメンバーシッ

プ型雇用には終身雇用・年功序列のような長期的安定的な雇用に有利な点

がある。

� 働き方改革関連法で残業時間の上限規制や最低5日間の有給取得義務が

定められた。

� 出入国管理法が2018年に改正され，単純労働分野に外国人を受け入れる

制度がはじまった。

� 高度の専門的知識などを有し，職務の範囲が明確で一定の年収要件を満

たす労働者を対象とし，労働基準法で定められている労働時間規制の対象

から除外する制度を高度プロフェッショナル制度という。

政治・経済
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問5 文中の下線部⒟に関して，日本の社会保障制度の四つの柱として最も不適

当なものを一つ選べ。 46

� 社会福祉 � 公的扶助

� 公衆衛生 � 民間保険の加入義務

問6 文中の下線部⒟に関連して，ベーシックインカムの説明文のうちから，最

も不適当なものを一つ選べ。 47

� ベーシックインカムは，国民に対して一律に一定額の給付金が定期的に

支給されるというものである。

� ベーシックインカムは，元はトマス＝ペインが『農民の正義』で提唱し

たものである。

� スイスでは2016年にベーシックインカムの導入の是非を問う国民投票が

実施され，賛成多数により導入された。

� ベーシックインカムの導入により，資格審査が不要となり，いくつかの

社会保障制度を廃止することができるため，行政コストを抑えることがで

きる。

政治・経済
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問7 文中の下線部⒠に関連して，次の年金制度改革の説明文を年代順に並べた

組み合わせとして，正しいものを一つ選べ。 48

Ａ：日本国内に居住する20～60歳未満のすべての人に国民年金の加入を義務

付けた。

Ｂ：確定拠出年金を導入した。

Ｃ：マクロ経済スライドや有限均衡方式を導入した。

Ｄ：社会保険庁が解体され年金業務が日本年金機構に移管された。

� Ａ‐Ｂ‐Ｃ‐Ｄ � Ｄ‐Ａ‐Ｃ‐Ｂ

� Ｄ‐Ａ‐Ｂ‐Ｃ � Ｂ‐Ａ‐Ｄ‐Ｃ

問8 文中の下線部⒡に該当するものとして，最も適当なものを一つ選べ。

49

� NISA � iDeCo � PB � MMT

問9 文中の下線部⒢に関連するものとして，最も不適当なものを一つ選べ。

50

� エンゼルプラン � 自立支援教育訓練給付金

� 生活困窮者自立支援制度 � ゴールドプラン
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入試 日程 科目 大問 執筆者名 書名 発行所 クレジット
公募 11/20 国語 堀越　英美 女の子は本当にピンクが好きなのか 河出書房新社

公募 11/21 国語 橋本　裕介
芸術を誰が支えるのか
―アメリカ文化政策の生態系

京都芸術大学 舞台
芸術研究センター

公募 12/14 国語 小川　さやか
「その日暮らし」の人類学
もう一つの資本主義経済

光文社

一般
前期
1/23

国語 甲乙 平野 卿子
女ことばってなんなのかしら？
「性別の美学」の日本語

河出書房新社

一般
前期
1/23

日本史 Ⅲ-D 竹久　夢二
日本史探究　所収
黒船屋

実教出版

一般
前期
1/23

世界史 Ⅰ 臼井　隆一郎
アウシュヴィッツのコーヒー
コーヒーが映す総力戦の世界

石風社

一般
前期
1/23

世界史 Ⅱ 牧角　悦子
アジア人物史 第1巻神話世界と古代帝国（古井
龍介他）所収
中国神話　中国古代史の再構成

集英社

一般
前期
1/23

政治
経済

Ⅱ 経済企画庁
昭和31年度　経済白書
―日本経済の自立と近代化―

至誠堂

一般
前期
1/24

国語 甲乙 可児 弘明 鵜飼 中央公論新社

一般
前期
1/24

日本史
Ⅰ-I
21

平賀　源内
高校日本史　所収
西洋婦人図

山川出版社
Photo: Kobe City
Museum/DNPartcom
無断で複写・転載を禁じる

一般
前期
1/24

世界史 Ⅰ 菊池　良生 神聖ローマ帝国 講談社

一般
前期
1/24

世界史 Ⅱ 並木 頼寿 日本人のアジア認識 (世界史リブレット 66) 山川出版社

一般
前期
1/24

政経 Ⅰ 内田　樹 街場の米中論 東洋経済新報社 

一般
前期
1/27

国語 甲乙 飯島　渉 感染症の歴史学 岩波書店

一般
前期
2/3

国語 甲乙
カレル・チャペック 作
栗栖　継 訳

山椒魚戦争 岩波書店

一般
前期
2/3

日本史
Ⅲ-D
37

日本史探究　所収
戦後の復員・引揚げ者者数

実教出版

一般
前期
2/3

世界史 I 池上　俊一
ヨーロッパ史入門
市民革命から現代へ

岩波書店

一般
前期
2/4

国語 甲乙 西村　祐子
皮革とブランド
変化するファッション倫理

岩波書店

一般
後期
3/3

国語 甲乙 牟田 都子 文にあたる 亜紀書房

公募 11/20 英語 Ⅰ
Caty Weaver
Ashley Thompson

VOA Learning English April 16, 2019
Study: Paper Reading More Effective Than
Screen Reading

VOA News

公募 11/21 英語 Ⅰ Bianca Vásquez Toness

VOA Learning English　November 07, 2023
Housing Important for Keeping Children in
School

⇒原典：AP, Nov 2, 2023
At 15, he is defending his home and parenting his
sister. One young man’s struggle to stay in
school

VOA News
⇒The Associated
Press

公募 12/14 英語 Ⅰ Matthew Cantor
The Guardian Tue 17 Oct 2023
US pedestrian deaths are soaring. Is it time to
ban right turns on red lights?

The Guardian
Copyright Guardian News & Media
Ltd 2026

一般
前期
1/23

英語 Ⅰ

WHO Europe website　17 November 2023
“For me, long COVID was life destroying” – Eric,
a vicar from the UK, on how rehabilitation
services gave him hope

WHO Europe
website

For me, long COVID was life
destroying” – Eric, a vicar from the
UK, on how rehabilitation services
gave him hope.World Health
Organization; 2023.
Licence: CC BY-NC-SA 3.0 IGO.

一般
前期
1/23

英語 Ⅱ RHYANNON BARTLETT
Nikkei Asia　January 19, 2024
Fujitsu's role in U.K. Post Office scandal: 4
things to know

Nikkei Asia

Nikkei Asia "Fujitsu's role in U.K.
Post Office scandal: 4 things to
know"  Jan 19, 2024
・Fujitsu's role in U.K. Post Office
scandal: 4 things to know (Nikkei
Asia, Jan 19, 2024）より一部改変
・日本経済新聞社に許諾を得て掲載し
ています
・無断で複写・転載を禁じる

一般
前期
1/24

英語 Ⅱ Martin Buzacott
ABC　19 Aug 2020
What is the best classical music to recommend
to a newcomer?

ABC

Reproduced by permission of the
Australian Broadcasting Corporation
– Library Sales
Martin Buzacott © 2020 ABC

一般
前期
1/27

英語 Ⅰ Jacob Reed
Sustainable Japan February 19, 2021
How the pandemic will change artists’ spaces,
choices and voices

The Japan Times The Japan Times, Feb 19, 2021

一般
前期
2/3

英語 Ⅰ Angelique Chrisafis
The Guardian　Sat 10 Feb 2024
Fighting the smartphone ‘invasion’: the French
village that voted to ban scrolling in public

The Guardian
Copyright Guardian News & Media
Ltd 2026

一般
前期
2/3

英語 Ⅱ EDIBLE WAY EDIBLE WAY project

一般
前期
2/4

英語 Ⅰ Paul Wiseman

VOA Learning English　January 30, 2024
IMF Sketches Brighter View of Global Economy,
Upgrading Growth Forecast and Seeing Lower
Inflation
⇒原典：AP, Jan 30, 2024
IMF Sketches Brighter View of Global Economy,
Upgrading Growth Forecast and Seeing Lower
Inflation

VOA News
⇒The Associated
Press

一般
前期
2/4

英語 Ⅱ Amelia Gentlem
The Guardian　Tue 13 Feb 2024
‘97% seemed absurd’: Labour’s Stephen Timms
on the English test scandal that wrecked lives

The Guardian
Copyright Guardian News & Media
Ltd 2026

一般
後期
3/3

英語 Ⅰ
Jessica Berman
Anna Matteo

VOA Learning English　June 02, 2015
For a Longer Life, Go Running

VOA News

"For a Longer Life, Go Running" by
Anna Matteo, VOA Learning English,
June 2, 2015 based on "5 Keys to
Running Healthy and Staying Injury-
Free" by Jennifer Van Allen, Runner’
s World,  Apr 25, 2013.

一般
最終日程
英・国総

合型
英語 Ⅰ Futoshi Mori

The Japan News October 16, 2024
Serendipitous “Genji” Encounter Changed
Keene’s Life; Exhibition Shows Work’s Charms
Through Scholar’s Eyes

The Yomiuri
Shimbun

2024年10月17日The Japan News

一般
最終日程
英・国総

合型
英語 Ⅱ

Bangkok Post, Jan 24, 2025
Bangkok air pollution forces 352 schools to
close

AFP © Agence France-Presse
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